
社会環境システム研究分野  

 

１． 第３期におけるミッション 

  人間と環境を広く研究の視野に入れて、社会経済活動と環境問題との関わりの解明、環境と経済の調和

した持続可能な社会のあり方、実現するためのシナリオやロードマップ、対策・施策に関する調査・研究を実

施するとともに、これら一連の調査・研究に関連する事業を推進することにより、環境問題の根源となる人間

の社会経済活動を持続可能なものにする環境と経済が両立する社会への転換に貢献する。 

 

２． 研究体制 

 社会環境システム研究分野を担うセンターとして社会環境システム研究センターを設置した。 

 

センター長 研究センターの活動を統括する。 

環境経済・政策研究室 

環境政策が経済活動（企業や消費者の行動）に及ぼす影響を分析し、環境政策の効果

を分析するとともに、望ましい環境政策のあり方を明らかにする。また、地球規模の環境

問題については、問題解決に向けた望ましい国際協調のあり方を明らかにする。 

環境計画研究室 

環境保全や計画のための様々な主体(企業、消費者、自治体等)の役割や行動について

の検討およびそれらの相互関連の解明を踏まえた持続可能な社会構築に関する研究を

行う。 

統合評価モデリング研

究室 

国内及び全球レベルを対象とした環境保全や予測に係る統合評価モデルの開発を行う

とともに、将来シナリオの基礎となる社会・経済シナリオを構築する。 

持続可能社会システム

研究室 

気候変動に係る影響および適応策、緩和策の評価、ロードマップの構築など、総合的な

視点からの環境変動対策の評価を行うことによって、持続可能な社会システムへの道

筋を明らかにする。 

環境都市システム研究

室 

環境的に持続可能な都市システムに係る現況分析および計画策定・評価手法の開発と

適用、コベネフィット型の環境都市ソリューション（施策と技術対策）システムの構築と社

会実証に関する研究を行う。 

 

３． 研究の概要 

３－１．第３期の研究活動の背景としての第２期の研究内容と成果 

社会環境システム研究センターは、第２期においては社会環境システム研究領域として基盤的研究を推進

するとともに、地球温暖化プログラム等に協力して研究を進めてきた。第３期においては、社会環境システム

研究領域を中心として、地球環境研究センターの温暖化対策評価研究室およびアジア自然共生研究グルー

プの環境技術システム評価研究室が統合されて社会環境システム研究センターが設置された。  

 第２期における社会環境システム研究領域では、環境問題の多くは消費活動、生産活動など人間活動に起

因していることから、人間や企業の活動を対象に、環境低負荷型社会・持続可能な社会を実現するための研

究を実施した。とくに基盤領域として取組んだ研究課題としては、(1) 将来起こりうる社会シナリオを描き、望

ましい社会を構築するためのビジョン構築に資する研究 、(2)このための基盤ツール（統合評価モデル、経済

モデル、水資源モデルなど）を開発する研究、そして、(3) ビジョンを実現するための制度設計に関する研究

や、人間や企業の意思決定の構造を明らかにする研究を進めた。 

 得られた主な成果は以下のとおりである。 

① 日本を対象とした統合評価モデルを用いて、2020 年に温室効果ガス 25%削減を達成する対策を導入した
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場合の追加費用を、エネルギー効率改善を組み込んで試算を行った。レファレンスと比較すると、GDP の伸

びはやや鈍化するが、2010-2020 年の平均成長率は年率1%台後半を維持でき、炭素税の税収を低炭素投資

の促進に充当することで、炭素価格を低く抑え、経済影響は緩和させることができることを示した。これらの成

果は、2020 年の日本の中期目標（温室効果ガス排出量を 1990 年比 25％削減）を達成する場合の GDP への

影響など、中央環境審議会中長期ロードマップ小委員会等に提供して、環境政策へ貢献した。 

 

②自動車交通が環境や社会にもたら影響を他の研究領域とも協力して進め、都市圏における微小粒子・二

次生成汚染物質の動態、生成要因の解明、暴露モニタリング、リスク評価を行った。さらに市町村別の自動車

起因CO2排出量を推計し、環境負荷低減対策など効果的な対策シナリオを提示するとともに、エコドライブの

効果を測定するなど、ライフスタイルの一環としての交通にも着目した研究を行った。 

 

③環境・社会・経済を世界及び日本を対象に扱える統合評価モデルの開発を行い、中期目標の検討に資す

るように改良・拡張を行った。また、一般均衡モデルや計量経済モデルを開発して、環境と貿易に関する研究

などを進めて、学術的にも評価される結果を得た。全球水資源モデルを開発し、全球規模での水収支や世界

のバーチャルウオーター(仮想水）の輸出入を計算するとともに、このモデルを公開した。 

 

④環境に関する情報源について全国調査、時系列調査、マスメディア内容分析を行い、ライフスタイル変革に

有効な情報伝達手段とその効果について知見を得た。 

 

⑤地球環境研究センターで実施された地球温暖化研究プログラムにおいて、とくに温暖化の原因であるCO2

を削減するための対策や国際的な対応についての研究を進め、2050 年に日本で温室効果ガスを 60～80％

削減する方策や、それを踏まえ低炭素社会を実現するためのシナリオを、新たに開発したバックキャストモデ

ルを適用することによって提示した。また、気候変動枠組条約や京都議定書の第一約束期間以降のあり方に

ついて検討を行い、学術論文や単行本により成果の普及を行った。 

 

⑥アジア自然共生研究グループの環境技術システム評価研究室では、都市の社会・経済と環境特性に応じ

た、環境負荷の増大と自然環境劣化の克服に向けての将来ターゲットを設計して、そこへ到達する実効的な、

地域と都市・地区の環境技術と政策のシステムを描く計画手法と評価体系の研究開発を進めた。研究成果を

もとに社会実装を行うために、具体的に川崎市や北九州市と協力して、実現策の検討を行った。また、国が進

めている環境モデル都市や環境未来都市の会合に参画して、研究成果を提供するなど貢献した。 

 

３－２．第３期における研究活動内容と達成目標 

環境問題の根源となる人間の社会経済活動を持続可能なものとする環境と経済が両立する持続可能社会

への転換に貢献するためには、人間と環境を広く研究の視野に入れて、社会経済活動と環境問題との関わり

を解明するとともに、環境と経済の調和した持続可能な社会のあり方とそれを実現するための対策・施策を提

示する必要がある。 

そこで持続可能社会の早期実現を目的として、社会環境システム研究分野の調査・研究を実施する。特に、

環境・社会・経済のモデル開発と改良を進め、内外の諸問題へ適用し、現状及び政策分析を進めるとともに、

国内及び世界を対象とした持続可能性の検討、シナリオ・ビジョンの構築、持続可能な生産と消費のあり方の

検討を行う。より具体的には、持続可能社会に向けた実現シナリオ・ロードマップの構築と実現方策の立案、

持続可能な都市のあり方の検討、コベネ型の環境都市とモデル街区のシステム設計と社会実証に関する研

究など、持続可能な社会の構築に重点をおいた研究を推進する。また、これらに関連して、環境意識の把握
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に関する調査や、社会と科学に関するコミュニケーションに係る基盤的な事業、環境政策の経済的評価や効

果実証と制度設計など基盤的な研究を行う(資料１）。 

  以上の研究を推進することにより、以下の目標達成と社会的・学術的貢献を目指す。 

① 持続可能な社会の将来シナリオの基礎となるドライビングフォースとしての社会・経済のビジョンを、シナ

リオアプローチにより分析し、今後生じうる様々な環境問題を想定しつつ、持続可能な社会実現に必要な

対策や社会・経済のあり方、消費やライフスタイルのあり方を定性的および定量的に提示する。 

② 人間活動から発生する環境負荷の環境資源と都市活動への影響を解析する環境シミュレーションをふま

えつつ、環境影響の低減と社会経済の改善を同時に実現するコベネフィット型の技術と施策を組み合わ

せる環境ソリューションとその計画システムおよび評価方法を構築する。また、持続可能な社会への転換

に向けて、都市・地域の空間構造を明らかにし、その実現シナリオをロードマップとして提示し、持続可能

な都市・地域の計画策定に貢献する。 

③ 統合評価モデルや環境経済モデルの開発・改良を進め、上記①及び②や内外のその他諸問題へ適用し、

現状及び政策分析を進めるとともに、環境政策の経済的評価や効果実証などの研究を行う。 

④ 基盤研究プロジェクト、経常研究、外部競争的資金研究により先導研究プログラム、重点研究プログラム

を支援する基礎的研究を進めるとともに、社会環境システム研究分野の学術の発展に貢献する。 

 

 社会環境システム研究センターが進める研究プログラムは、２つの先導研究プログラム、「持続可能社会転

換方策研究プログラム」と「環境都市システム研究プログラム」および重点研究プログラム「地球温暖化研究

プログラム（対策分野を担当）」である。 

 

（１）持続可能社会転換方策研究プログラム(資料２） 

【研究内容】 

 種々の困難をもたらす将来の環境問題を想定しつつ、持続可能な社会への転換という喫緊の課題に取り組

むことを目的とし、本研究プログラムでは、研究プロジェクト１「将来シナリオと持続可能社会」ならびに研究プ

ロジェクト２「持続可能なライフスタイルと消費への転換」の２つのプロジェクトを実施する。 

持続可能な社会の実現にむけて中長期の我が国のあるべき姿（ビジョン）とそこに至る経路（シナリオ）およ

び施策ロードマップを示し、そうした社会への転換を推進する具体的な方策が求められている。一方、現実に

は様々な環境問題が未だ解決されておらず、さらに今後生じうる環境問題は、持続可能な社会を構築するう

えでの障害となりうる。種々の困難をもたらす将来の環境問題を想定しつつ、持続可能な社会への転換とい

う喫緊の課題を解決することが必要とされている。 

そこで、将来シナリオと持続可能社会の視点から、環境問題の現状分析を踏まえ、問題の引き金となるドラ

イビングフォースに着目し、社会・経済の姿をシナリオアプローチにより分析するとともに、社会・経済を重視し

たモデル化を行い、持続可能な社会を構築するに当たって必要となる対策や社会・経済のあり方を定量的に

検討する。また、持続可能なライフスタイルと消費への転換の視点から、作成した将来シナリオをもとに、個

人や世帯が取組むべき対策・活動を消費の面から調査分析、モデル化を行うことにより、環境的に持続可能

な社会の実現方策について提示する。本研究プログラムは、資源循環・廃棄物研究センター、地球環境研究

センター等と緊密に連携して研究を進める。 

 

【達成目標】 

① 将来分析の基礎となるドライビングフォースとしての社会・経済の姿を、シナリオアプローチにより分析し、

各シナリオにおいて生じうる様々な環境問題を議論し、持続可能な社会を構築するに当たって必要となる

対策や社会・経済のあり方を統合評価モデルを開発、適用して、定量的に提示する。 
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② ライフスタイル変化の要因の分析、ライフスタイルに関する定性的、定量的なシナリオと、それらに対応し

た環境負荷推移の提示、に基づいた持続可能なライフスタイルのあり方について提言する。 

③ 以上を踏まえ、我が国の中長期の社会・経済・環境のビジョン、そこに至る道筋と施策を提示し、環境的

に持続可能な社会への早期実現に貢献する。 

 

（２）環境都市システム研究プログラム(資料３） 

【研究内容】 

産業・交通等の人間活動の中心である都市において、環境への影響を低減する技術と施策を設計して実

現を進める方法論の開発が持続可能な社会の形成にとって重要な課題である。環境解析や環境評価手法を

活用して、都市生活や産業活動の環境性能を高める技術と制度を、都市・地区のスケールで施策パッケージ

として設計して、その実装によって地域や地球の環境問題の改善への貢献と経済の活力や暮らしの豊かさを

実現する「環境都市」の研究が国際的な要請となっている。  

そこで、低炭素、資源循環、環境改善と地域活性化を実現する都市・環境施策と環境技術システムを含む

将来ターゲットを設計して、そこへ到達する実効的な「都市・地区のロードマップ」の計画と評価体系の研究開

発を進める。具体的には、水、エネルギー、資源循環の先進的な基盤や産業を含む環境イノベーション技術・

施策システムの研究開発とともに、関連する社会制度システムの定式化を進めて、環境都市マネジメントの

技術・施策パッケージのデータベースとして形成する。そのうえで都市や地区の経済、環境特性に応じて技

術・施策を再構築して適用する「環境ソリューション」プロセスの研究開発を進める。 

これらの一連のプロセス開発を、国内およびアジアで環境モデル都市、地区において産官学連携による実

証研究を進めることによって、技術の社会実装プロセスの開発、地区マネジメントシステムとしての機能高度

化の研究、およびモデル地区を中核とする「環境都市」と地域の計画への適用を含むマルチステージの社会

展開のガイドラインを構築する。本研究プログラムは、地域環境研究センター、資源循環・廃棄物研究センタ

ー他と連携して研究を進める。 

 

【達成目標】 

① 低炭素社会や地域循環圏の形成と社会経済の活性化等の都市・地域の将来シナリオの多元的な（コベ

ネフィット型の）目標群と、その達成にむけた環境技術と施策を操作変数とする定量的な環境計画とその

評価システムを構築することによって、都市の特性に応じた環境都市とモデル地区を設計するとともにそ

の効果を算定するプロセスを開発する。 

② 国内とアジアの実在のモデル都市、モデル地区において技術・施策の社会実証研究を進めることによっ

て、環境ソリューション技術・施策システムの効果の検証と機能の高度化研究を進める。 

③ 都市・地域環境施策や街区等の都市・地域の拠点開発事業など、空間的にまとまった単位で解決する技

術・施策（環境都市ソリューションシステム）を都市・地域スケールの環境改善のパッケージとして設計す

る手法を開発することによって、国内外の環境都市実現の社会実装プロセスを設計するとともに、他都

市・地域への展開のガイドラインの構築を進めて、低炭素都市やコベネフィット都市、地域循環圏等の政

策実現に貢献する。 

④ 都市・地域空間に関する将来の土地利用転換や基盤整備の分析手法を開発することにより、低炭素やコ

ベネフィットなどの社会環境ターゲットに応じた都市・地域計画を可能にする。 

 

 上記の先導研究プログラムに加えて、地球環境研究センターが進める重点研究プログラム（地球温暖化研

究プログラム）のうち、とくにプロジェクト３「脱温暖化社会（低炭素社会）に向けたビジョン・シナリオ構築と対

策評価に関する統合研究」について協力して進め、(1)世界・アジア・日本の温室効果ガス削減目標と対策評
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価 、(2)中長期の温室効果ガス削減目標と政策オプション、(3)国際制度・国際交渉および国際協調のあり方

について検討を行う。 

 

（３）基盤的研究(資料４） 

  社会環境システム研究分野の対象とすべき研究課題は広範にわたるが、センターの基盤的研究として、

基盤研究プロジェクト、経常研究、外部競争的資金による研究を実施する。 

  基盤研究プロジェクトについては、センター内で、センターのミッションも考慮に入れた研究提案を募り、以

下の基盤研究プロジェクトを採択した。研究期間は原則 2 年とした。 

 １）地球温暖化問題におけるリスクアプローチの概念整理と課題検討 

 ２）気候変動と洪水リスクの経済分析～洪水被害額の推計と洪水リスクモデルの構築 

 ３）国際レベルにおけるフロン類の排出抑制策の促進に関する研究 

 ４）気候変動枠組条約と生物多様性条約における制度間相互作用の研究：REDD+の事例より 

 また、事業的業務として、2 件を実施する。 

 ５）温暖化影響・適応ならびに持続可能な開発に関する最新研究情報の収集と整理 

 ６）日本の成人男女の環境問題重要度認識に関する時系列調査  

 以上に加えて、経常研究、外部競争的資金による研究(資料５）を進める。 

 

４． 別添資料 

（１）社会環境システム研究分野の研究活動の概要（資料１） 

（２）持続可能社会転換方策研究プログラムの概要（資料２） 

（３）環境都市システム研究プログラムの概要（資料３） 

（４）社会環境システム研究分野で実施する基盤的研究（資料４） 

（５）外部競争的資金による研究課題（資料５） 
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社会環境システム研究センター

環境に配慮した持続可能社会の実現

持続可能社会転換ＰＧ 環境都市システムＰＧ重点：地球温暖化ＰＧ

PJ3:温暖化対策評価・

低炭素社会構築
PJ1:温暖

化モニタ
リング

PJ2:温暖

化リスク
評価

地球環境研
究センター

PJ1：将来シナ

リオと持続可
能社会

PJ2：ライフスタ

イル変革

地域環境研
究センター

(1) 環境・社会・経済モ

デル開発・適用・政策
分析

(2) 国内・世界の持続

可能性の評価、シナリ
オ、ビジョン構築

(3) 持続可能な生産と

消費

(4) 持続可能社会の

実現シナリオ・ロード
マップ・実現方策

(5) 持続可能な都市、

空間・インフラ計画

(6) コベネ型環境都市、

モデル街区のシステ
ム設計と社会実証

(7) 環境意識等のモニ

タリング

(8) 社会・科学コミュニ

ケーション（環境アウト
ルック）

環境ﾘｽｸ
研究ｾﾝﾀｰ

リスク評価・
ガバナンス

資源循環・廃棄
物研究ｾﾝﾀｰ

循環型社会の
評価、構築

生物・生態
系環境研究

ｾﾝﾀｰ

生態系サービス、
生態系勘定

資料１ 社会環境ｼｽﾃﾑ研究分野の研究活動の概要

人々意識変動の把握最新の成果の発信

PJ1：都市ソ

リューション

PJ2：都市・交

通シナリオ
①アジア低炭素社会シナ
リオ開発及び社会実装に
関する研究
②日本及び世界の気候変
動緩和策の定量的評価
③低炭素社会構築のため
の国際制度及び国際交渉
過程に関する研究

①社会・経済シ
ナリオ、環境シナ
リオ
②持続可能社会
ビジョン・実現方
策
③統合評価モデ
ルの開発、改良、
適用

①ライフスタイル
変化要因分析
②将来ライフスタ
イルシナリオ
③持続可能なライ
フスタイルや消費

①都市・地域空
間の構造動態分
析
②実現シナリオ
構築手法開発
③都市・地域の
環境負荷低減・
影響緩和効果の
分析

①都市の環境ソ
リューションシス
テム（計画・評
価）
②都市のコベネ
型環境技術シス
テム
③社会実証プロ
セス

基盤研究プロジェクト：
リスクアプローチ、洪水リスク、条約

ギャップ（フロン、ＲＥＤＤ）など

経常研究：
データ整備、自治体支援、ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝなど基礎的研究

事業的業務：
IPCC支援、意識モニタリング

調査・研
究・事業
の業務内
容

基盤的研
究活動
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資料２ 持続可能社会転換方策研究プログラム
（資源循環・廃棄物研究センター、地球環境研究センター他と連携して進める）

ＰＪ１：将来シナリオと持続可能社会

目的： 我が国の中長期の社会・経済・環境のビジョン、そこに至る道筋と施策を
提示し、環境的に持続可能な社会への早期実現に貢献する。

研究内容:
①将来のドライビングフォースによるシナリオ開発
・産業、国際を中心
・家計（ＰＪ２）、社会全体（他研究プログラム）

②想定される環境問題と影響
③持続可能社会実現の環境目標と実現対策
④持続可能社会実現に向けたロードマップ
方法：システム分析、シナリオ開発（定性的、発見
的）、モデル評価（定量的）

目的： 将来の社会・経済シナリオと環境シナリ
オを作成し、持続可能な社会の姿とそこにいたる
経路や予想される環境問題の特定、さらに、社
会・経済モデルによる定量化（不確実性や整合
性）を行う。

ＰＪ２：持続可能なライフスタイルと消費への転換

研究内容：
①生活変化要因の抽出・設定

社会調査、統計解析により生活変化の要因を
分析

②ライススタイルのシナリオ作成
社会の潮流、価値規範による重層的シナリオ
作成

③家計生産・ライフスタイルのモデル化
家計効用最大化モデルによる政策オプション
の効果評価

目的：持続可能な社会構築に必要なライフスタイ
ルのための対策や社会・経済のあり方を消費の
側面から提示する。

消費生産・産業

社会・経済

国際関係
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研究内容：
①地域循環、低炭素産業、自立エネルギー
等の環境技術・施策の都市環境ソリューショ
ンの計画と評価手法を開発
②コベネフィット型環境技術システムの開発と
社会実証プロセスの検討

資料３ 環境都市システムプログラムの概要
（地域環境研究センター、資源循環・廃棄物研究センター等と連携して進める）

目的： 社会・経済活動が集積する「都市」に対して、低炭素・資源循環と社会経済活性
化を達成する、持続可能なシナリオと環境技術・施策システムを含む都市のロードマップ
の計画・評価の手法を開発し、国内とアジアの都市・地区に実装する研究を進める。

（PJ2）環境負荷低減・影響緩和型の都市・

地域発展シナリオの構築

研究内容
①都市・地域空間の動態分析に基づくシナ
リオ構築手法を開発
②環境負荷低減・影響緩和効果の高い都
市・地域空間を評価

目的：低炭素、循環型、自然共生、安全安心等
の環境面の制約条件に対応した都市・地域の
空間構造（土地利用・人口分布と基盤施設）を
計画、評価し、過去の変動要因の解析を踏まえ
て、その実現シナリオを明らかにする

(PJ1)都市の環境技術・施策ｼｽﾃﾑの評価

と社会実証プロセスの構築

目的：国内とアジアの都市を対象として，環境
負荷の低減と社会経済の改善を同時に実現
するコベネフィット型の技術の開発と，都市施
策の計画評価システムを開発する社会実装
研究を進める。

都市・地区
広域・地域

研究の特長
(都市)社会実装

多主体間連携
環境政策立案

広域PG（地域環境）

研究出力（研究初期）
○低炭素・資源循環の環境都市計画支援システムの開発と実用のガイドラインシステム
○産官学連携による環境都市での社会実装研究（例；川崎市、中国瀋陽市、タイバンコク市他）
○低炭素型の都市排水処理・エネルギー技術開発とその活用の都市・環境政策システム

持続PG（社会環境）

マルチスケール
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資料４ 社会環境システム研究分野で実施する基盤的研究

（１）特別研究
世界の水資源評価に関する長期シナリオ研究（平成21～23年度）

（２）震災対応型研究

国立環境研究所における省エネルギー対策シミュレーションと事後分析に基づく持続
可能なワークスタイルの実証研究(平成23年度）

（３）基盤研究プロジェクト（平成23～22年度）
１）地球温暖化問題におけるリスクアプローチの概念整理と課題検討
２）気候変動と洪水リスクの経済分析～洪水被害額の推計と洪水リスクモデルの構築
３）国際レベルにおけるフロン類の排出抑制策の促進に関する研究
４）気候変動枠組条約と生物多様性条約における制度間相互作用の研究：REDD+の

事例
５）温暖化影響・適応ならびに持続可能な開発に関する最新研究情報の収集と整理
６）日本の成人男女の環境問題重要度認識に関する時系列調査

（４）経常研究
・環境保全のための環境政策・制度設計の有効性・あり方に関する基礎的研究： 環境保全
のための環境政策、制度設計のあり方やその有効性を明らかにする。

・環境計画、ライフスタイルのための基礎的研究： 持続可能性のあり方・実現方策に資するために、地
方自治体における環境計画策定、ライフスタイルのための基本的考え方、手法等についての基礎的な知見を提供す
るための研究を行う。

・持続可能社会を評価するためのモデル開発に資する情報整備： モデル開発に資する情報を提
供するために、将来予測・シナリオの収集、対策評価手法、モデル開発に必要なデータ整備を実施する。

・低炭素社会実現に向けた緩和策のあり方に関する研究： 温室効果ガス排出量の削減（緩和策）
を対象に、国際的なガバナンスや一般市民・利害関係者とのコミュニケーション手法、適応策も統合した緩和策の検
討を行う。
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資料５ 外部競争的資金研究による研究課題

研究課題 研究期間
持続社
会PG

環境
都市PG

温暖化
PG

基盤・経
常研究

環境研究総合推進費（環境省）

1
統合評価モデルを用いた世界の温暖化対策を考慮したわが国の温暖化政策の効果と影響(A-
1103)

2011～13 ○ ○

2 気候変動の国際枠組み交渉に対する主要国の政策決定に関する研究（E-0901） 2009～11 ○

3 地球温暖化に係る政策支援と普及啓発のための気候変動シナリオに関する総合的研究(S5) 2007～11 ○

4
アジア低炭素社会に向けた中長期的政策オプションの立案・予測・評価手法の開発とその普
及に関する総合的研究（S6) 

2009～13 ○

5
東アジアにおける広域大気汚染の解明と温暖化対策との共便益を考慮した大気環境管理の推
進に関する総合的研究(S7)

2009～13 ○

6 温暖化影響評価・適応政策に関する総合的研究(S8) 2010～14 ○ ○

7 アジア都市における日本の技術・政策を活用する資源循環システムの設計手法 2011～13 ○

8
低炭素社会を実現する街区群の設計と社会実装プロセス 低炭素街区群を支えうるエネル
ギー・資源循環システム（E-1105）

2011～13 ○

地球規模課題対応国際科学技術協力(SATREPS: JICA-JST) 

9 アジア地域の低炭素社会シナリオの開発 （京都大学、国立環境研、岡山大学） 2011～15 ○

民間受託費

10 日本における環境政策と経済の関係を統合的に分析・評価するための経済モデルの作成 2009～11 ○

11 東京における気候変動の影響に関する連携研究 2009～11 ○ ○

二国間交流事業共同研究

12 グリーンサプライチェーン・マネジメントの日中製造業間の国際展開モデルの構築 2009～11 ○

科研費 （課題略）７件

※持続社会PG：持続可能社会転換方策研究プログラム
環境都市PG: 環境都市システム研究プログラム
温暖化PG：地球温暖化研究プログラム
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